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平成30年度第２回経営会議概要 

 

１ 開催日時：平成30年９月11日（火）９:00～９:15 

２ 開催場所：プレゼンテーションルーム 

３ 議事概要：以下のとおり 

  （●議題提出部局説明・回答、☆意見・質問） 

 

議題１  平成31年度当初予算フレームについて 

●富永課長【財政課】（資料１－１、１－２に基づき説明） 

 平成３１年度当初予算は、統一地方選挙を予定していることから、骨格的予算となることが考え

られるが、フレームについては年間総合予算としている。 

歳入について、地方一般財源収入は平成３０年度で５，２６９億円であったのに対し、平成３１

年度は５０億円増の５，３１９億円と見込んでいる。 

平成３１年度の地方一般財源収入は平成３０年度の現時点での見込をベースとして総務省の

仮試算を参考にしながら算出している。 

平成３０年度の県税収入は、当初予算で２，４７３億円と見込んでいたが、新設法人が１．５年

分の納税を行っていることから、現時点では２，５９０億円になると見込んでいる。平成３１年度の

県税収入は、この新設法人の税収を平年ベースに戻すことにより２，５８４億円になると見込んで

いる。 

地方交付税は、県税収入が過少に積算されていたことによる精算の影響で、平成３１年度は 

１，３０６億円になると見込んでいる。 

その他収入のうち、財政調整基金は５３億円を活用できると見込んでいる。 

平成３１年度の歳入見込みは５，４７５億円と平成３０年度の５，４３５億円と比べて４０億円増加

している。 

歳出については、今回から経費区分を義務的・その他の経費と裁量的な政策経費に区分して

いる。社会保障関係経費をはじめとする義務的経費は引き続き大幅な増加を見込んでいる一方

で、裁量的な政策経費は前年度同水準を確保している。 

公債費が２８億円増となっているのは、県債管理基金への積立見送りにより、平成３０年度当

初予算が抑えられていることによる。 

昨年まで政策的経費としていた非公共事業のシーリング対象経費は、一般経費と名称を変更

している。 

一般経費Ⅰは特定政策課題枠とあわせて８０％のシーリングとし、ここで捻出した財源を特定

政策課題枠に全庁的な財源として充てることとする。大規模臨時的経費から移行してきた一般経

費Ⅱについては、シーリングを引き続き１００％としたい。一般経費ⅠとⅡと特定政策課題枠をあ

わせて３０億円の規模を確保している。 

 



 2 

 個別検討項目、公共事業、大規模臨時的経費は前年同額としているが、大規模臨時的経費は

要望額が１３３億円となっているため、厳しく精査をしていく必要がある。 

平成３１年度の歳出見込みは５，５８４億円となっており、歳入が５，４７５億円で財源不足が１０

９億円あり、今後も厳しい予算編成が見込まれる。当初予算調製方針はこの予算フレームを踏ま

えて、今後作成していく。 

１２月補正予算について、県債管理基金の積立を見送るなど財政状況は依然厳しいため、要

求にあたっては、経費節減、事業の見直し・休止に取り組むなど、県費負担の減額に努め、減額

が見込めるものは最終補正まで持ち込むことなく減額補正していただきたい。 

 

☆福井医療保健部長 

消費税増税分は県税収入の見込みに含まれているか。 

●富永課長 

国の地方財政収支の仮試算において、消費税増税分は見込んでおらず、今後の予算編成過

程で議論していくことになる。県のフレームについても同様に見込んでいない。 

●竹内班長【財政課】 

  １０月１日からの税率引き上げは、納付や申告の手続きの関係で、平成３１年度税収への影響

はほぼ無い。 

 

☆岡村農林水産部長 

公共事業について、各省庁との折衝もあることから調整を早めに行いたい。 

●嶋田総務部長 

地方財政計画が１２月に出てから、地方交付税や税収を積算しなおすことになるため、どうし

ても時期が遅くなってしまうが、できる限り早めに情報提供していきたい。 

 

●稲垣副知事 

非常に厳しい財政状況の中で、各部局の協力もあり、なんとか予算を編成することができた。

財政フレームでもふれたが、裁量的な政策経費が総額で前年同額を確保できたのもこれまでの

取組の結果と思われる。 

 一方で、社会保障関係経費が増加しており、税収は伸びているものの交付税の調整機能によ

り増収分の２５％しか実入りがなく、今後も厳しい財政状況が続く。 

 このことを踏まえて三点改めてお願いする。 

一点目は、既存事業について、固定観念にとらわれず積極的に見直しや休止、廃止を行って

いただきたい。 

二点目は、財源の確保について、国費はもちろんのこと、自主財源についても知恵を出して確

保に努めてもらいたい。 

 



 3 

三点目は、既決予算の節約について、１２月補正での減額が平成３１年度当初予算の財源に

直結するので、可能な限り県費の減額をお願いしたい。 

平成３１年度は集中取組の最終年度となるが、この先も越えなければならない課題があるの

で引き続きご協力をお願いしたい。 

 

 

 


